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況
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価

部課名 都市づくり部　都市政策課

課の使命 市内、市外を問わず、「住みたい」「訪れたい」「活動したい」まちとして選ばれ続けるため、計画的なまちづくりの誘導を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

・地震・水害に関する被災規模を分
析するとともに、事前都市復興基本
方針の理念や方針等について検
討しました。検討にあたっては、都
立大学と定期的な協議により専門
的な知見を得るとともに、関係課に
よる庁内検討会の開催により職員
の意識共有を図りました。
・市民への情報発信としては、都立
大学と連携して、事前都市復興の
理解を深めるための動画を作成し、
市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルに公開、広
報まちだでこれを広く周知しまし
た。

引き続き、都立大学や関
係課と連携しながら検討
を進め、市民意見募集を
経て、事前都市復興基
本方針を策定します。ま
た、方針策定に合わせ
て、啓発用リーフレット等
を作成・配布し、市民に
わかりやすく情報発信し
ます。

・都立大学の専門的知見を得ながら検討を進
め、市民意見募集の実施を経て「町田市にお
ける事前都市復興の考え方～事前都市復興
基本方針～」を策定しました。
・都市復興の取組を市民に分かりやすく伝え
るため、市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルへの動画公
開や、リーフレットの町内会・自治会配布等、
効果的に普及啓発を行いました。
・職員向けには、被災時の復興業務を想定し
た研修・ワークショップを行い、市の災害対応
力の向上を図りました。

完了完了 ○

3 -
集約型の都市
構造への再編
に向けた検討

集約型の都市構造への再編に向けたあり方検討を
都市計画審議会に諮問し、都市機能等の立地及
び将来都市構造についての基本的な考え方を整
理します。

基本的な考え方の整理 完了 ○

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

事前都市復興の重
要性を継続的に啓
発していく必要があ
るため、地区毎の
活動支援や、職員
向け訓練の実施な
どを通して、市民と
行政の災害対応力
を高めます。

2 -

地形地物の変
更等に伴う都
市計画の見直
し検討

地形地物の変更等に伴う都市計画の見直しに向
け、東京都と連携し、都市計画変更の法定手続き
を進めます。

都市計画変更手続 完了 ○

・地区計画の変更について、都市
計画法16条に基づく個別説明及び
縦覧を行いました。
・都市計画審議会に事前協議を行
い、都市計画案を作成しました。

2024年度に都市計画変
更を行うため、引き続き
都市計画手続きを進め
ます。

・地区計画について、地権者に対して個別説
明を行いました。
・都市計画の変更について、東京都協議及び
都市計画法第17条に基づく縦覧等を経て、
都市計画審議会で議案審議し、都市計画変
更手続を終えました。（2024年4月告示予定）

完了 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

住居整理、開発事
業、道路事業など
用途地域等の変更
を伴わない地形地
物の変更があった
際は、適切に対応
していくことが必要
です。

1 -
事前都市復興
基本方針の策
定

町田市で想定される被災規模を分析し、それに基
づく復興の基本方針や手法をとりまとめ、事前都市
復興基本方針として策定します。策定にあたって
は、都市復興に関する専門的知見を有する都立大
学の知見を得ながら進めるとともに、市民への情報
発信や普及啓発を十分に行います。

事前都市復興基本方針
の策定

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

都市計画審議会か
らの答申をもとに、
計画策定に向け
て、検討をさらに深
度化していく必要が
あります。

4 -

職員のスキル
アップとオンラ
イン会議の推
進

【部内合同研修会】
・研修会参加など、基礎的知識及び専門的知識の
向上を図ることで、円滑な業務遂行と業務の効率
化を行うことを目指します。
・研修会は、各課持ち回りで研修内容を決定して実
施します。
・部内の災害対応体制の強化に向けて、防災関連
研修会を実施します。
・Microsoft Teamsを使用したオンライン会議の開催
方法についての研修を行います。

部内合同研修会の実施
回数

3回 ○

部内の配属1・2年目職員を対象に
「都市づくり部各課の業務内容」研
修を実施し、同研修会においてweb
会議の活用方法についても取り扱
いました。

・都市づくり部内の災害
対応強化のため、防災
関連研修を実施します。
・各課持ち回りによる研
修を実施します。
・引き続きMicrosoft
Teams等の積極的な活
用により、効率的な会議
開催に努めます。

下記の3つの研修を行いました。
・「都市づくり部各課の業務内容（Microsoft
Teamsの基本操作研修含む）」（6月）
・住宅課による「聞いて・見て　市営住宅」（10
月）
・「都市づくり対策部地震時の初動訓練」（1
月）

また、スピーカー、webカメラ等の周辺機器を
部内に貸し出したことで、審議会や庁外の打
合せをリモートで円滑に行うことができるように
なり、事務の効率化につながりました。

3回 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・都市づくり部各課
の事務について理
解を深めるため、今
年度実施した研修
会を継続する必要
があります。
・ＩＣＴを活用し、積
極的な事務の効率
化を引き続き図って
いく必要がありま
す。
・防災関連研修会
は、発災時に備え、
継続して実施する
必要があります。

立地適正化計画策定に向けて、検
討の論点や方向性を整理し、都市
計画審議会へ「立地適正化計画」
の策定に向けたあり方検討につい
て諮問しました。また、諮問を受け
て設置された特別委員会の第１回
委員会を８月に開催しました。

引き続き特別委員会に
おいて検討を進め、都市
計画審議会から答申を
得たうえで、立地適正化
計画策定における「基本
的な考え方」として、とり
まとめます。

・特別委員会を計3回開催し、計画策定に向
けたあり方や基本的な考え方をとりまとめまし
た。
・特別委員会で取りまとめた内容を、2月の都
市計画審議会へ報告し、計画の具体的検討
を進めるべきとの答申を得ました。

完了



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①引き続き、みどり
の活用に向けて新
たな参加や連携を
促進します。

②官民連携体制に
おいて取組を検討
し、持続的に実施し
ます。

4 - 業務の効率化
打合せや会議を積極的にオンラインで実施し、業
務の効率化を図ります。

オンライン会議 12回 ○ オンライン会議を6回実施しました。
業務の効率化を目指し
て、打合せや会議をオン
ラインで実施します。

オンライン会議を12回実施しました。 12回 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続きオンライン
を活用した会議を
実施することで、業
務の効率化を進め
ていきます。

①官民連携体制「まちだみどり活用
ネットワーク」を構築しました。官民
連携体制において「活動ビジョン」
を策定しました。

②忠生・北部エリアにおけるみどり
を活用する取組について、官民連
携体制において検討しました。7月
に、官民連携により実証実験「ずし
まちいち」を実施し、みどりが身近
に感じられる空間の提供と町田の
野菜やみどりのＰＲを行いました。

①ホームページや実証実験の開催を通じて、
「まちだみどり活用ネットワーク」や「活動ビジョ
ン」の周知を図りました。

②忠生・北部エリアにおけるみどりを活用する
取組について、官民連携体制において継続
して検討しました。10月に、実証実験として、
みどり豊かな農園で生きものに関するワーク
ショップを実施しました。

①策定

②実施

①「まちだみどり活用ネッ
トワーク」や「活動ビジョ
ン」の周知を図り、新たな
参加や連携を促進しま
す。

②忠生・北部エリアにお
けるみどりを活用する取
組について、引き続き官
民連携体制において検
討し、実証実験を実施し
ます。

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・関係者と連携し
て、「モノレール沿
線まちづくり構想」
に掲げる取組の推
進、実現を図りま
す。
・地権者の申出に
応じて、町田都市
計画道路3・3・36号
事業用地等の先行
取得を進めます。
・新たに取得した事
業用地の貸付を実
施し、土地の有効
利用を図ります。

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

木曽山崎団地
エリアのまち
づくりの推進

○

UR都市機構や東京都住宅供給公
社と意見交換を実施するとともに、
団地住民等のアイデアを集めるた
めのワークショップ開催の準備を進
めました。

・UR都市機構や東京都住宅供給公社とまち
づくりの開催方法やスケジュール等につい
て、協議を行いました。
・木曽山崎団地地区のまちづくり構想改定に
向けては、今後団地事業者が実施する調査
検討結果を踏まえることとしました。より地域の
声を反映するため、有識者や地元自治会、管
理組合等の代表などで構成する（仮称）まち
づくり検討会を発足することとし、その準備を
行いました。

未完了 D

D:取り組
みました
が、成果
が不十
分である
ためで
す。

・引き続き団地事業
者と意見交換を行
います。
・（仮称）まちづくり
検討会や、団地住
民、商店会など団
地に係る方々の意
見を聴くためのワー
クショップを開催し
ます。
・検討会やワーク
ショップ等でいただ
いた意見を踏まえ
て構想改定を進め
ます。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

モノレール沿
線まちづくりの
推進

多摩市と連携して沿線まちづくりの検討会を開催
し、（仮称）沿線まちづくり構想を策定します。

（仮称）沿線まちづくり構
想の策定

計画
類型

6月に沿線まちづくり検討会を開催
しました。検討会では、沿線まちづ
くりの施策案や構想検討素案につ
いて、多摩市と意見交換を行うとと
もに、東京都から助言をいただきま
した。

引き続き、沿線まちづくり
検討会を開催し、市民意
見募集を経て、沿線まち
づくり構想を策定しま
す。

・6月、10月、11月に沿線まちづくり検討会を
開催し、「モノレール沿線まちづくり構想素案」
をとりまとめました。
・構想素案について、市民意見募集を実施す
るとともに「多摩都市モノレール町田方面延伸
促進協議会役員会」を開催し、自治会町内会
や経済団体の代表者等に内容の説明を行い
ました。
・市民意見募集等でいただいた意見を踏まえ
て、3月に「モノレール沿線まちづくり構想」を
策定、公表しました。
・地権者からの申出に応じて、町田都市計画
道路3・3・36号事業用地（高ヶ坂三丁目：
146.98㎡）の先行取得を行いました。
・2019年に取得した町田都市計画道路事業
用地等（中町四丁目：1,027.11㎡）について、
貸付を行いました。

完了完了 ○

3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

忠生・北部エリ
アのまちづくり
の推進

①みどりの活用に向けた官民連携体制を構築し、
ビジョンを策定します。

②官民連携体制による取組を持続的なものとする
ため、忠生・北部エリアにおいてみどりを活用する
取り組みを検討し、実証実験を実施します。

①ビジョンの策定

②実証実験の実施

①策定

②実施
○

「町田市都市づくりのマスタープラン」に掲げる「住
宅地を多機能化する」ことを目指して、 UR都市機
構や東京都住宅供給公社など関係機関との協議
を進めるとともに、団地住民のアイデアを取り入れ
ながらまちづくり構想案を作成します。

まちづくり構想改定案の
作成

完了

引き続き、UR都市機構
や東京都住宅供給公社
と意見交換を実施すると
ともに、ワークショップを
開催し、団地住民等のア
イデアを取り入れたまち
づくり構想改定案を作成
します。

部課名 都市づくり部モノレールまちづくり推進室

課の使命
・多摩都市モノレールの多摩センター駅から町田駅までの延伸事業を推進します。
・多摩都市モノレールを契機として、木曽山崎団地エリア、忠生・北部エリアなどのモノレール沿線のまちづくりを推進します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 都市づくり部土地利用調整課

課の使命

・都市計画決定などの土地利用に関する情報を的確に提供します。
・良好な宅地と住まいづくりを誘導します。
・宅地開発及び建築行為事業において近隣との良好な関係を保つように対応します。
・オンラインによる手続を可能とし行政サービスの高度化・簡素化・効率化を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①6月に農業者や飲食店等との協
働により、新たな交流を目的とした
「まちだベジハブ駅前マルシェ」を
開催し、約1200人が来場しました。
また7月に意見交換会を開催し、営
農を取り巻く現状や今後の活動内
容等を確認しました。

②8月に区域内の農業者、町内
会、施設管理者等で意見交換会を
行い、地区指定までのスケジュー
ルと地区指定後の活動内容等につ
いて確認しました。また、これまでの
意見を集約した「取り組み方針」を
もとに「農の風景育成計画書」を作
成し、9月に東京都へ提出（指定申
請）しました。

①引き続き、意見交換会
の開催や農業者・事業
者・関係団体等を主体と
した取り組みを支援し、
「まちだベジハブ」の構
築を行います。

②10月下旬に下小山
田・図師町地区を「農の
風景育成地区」に指定し
ます。指定後は地区内
の関係者と連携し、育成
計画書に沿った活動に
対する支援を行います。

①市内の都市農地の保全・活用を目的に、農
業者、町内会自治会や市内福祉団体等の関
係団体、飲食店や流通・小売業等の市内事
業者等が集まり、意見交換会を2回開催しまし
た。意見交換会で出されたアイデア等を基に
議論や試験的取組を重ね、具体的な取組内
容を検討し実行するための組織を「まちだベ
ジハブ」と称して構築しました。
この「まちだベジハブ」が主体となって、6月に
「まちだベジハブ駅前マルシェ」を開催し、1月
に「農業体験プログラム」を開催しました。町田
産野菜の流通と「まちだベジハブ」への参画
の輪が広がり、多くの人に都市農地に触れる
機会を創出することができました。

②9月に「農の風景育成計画書」を東京都に
提出し、10月19日に下小山田・図師町地区
81.5ヘクタールが「農の風景育成地区」として
指定されました。
地区内居住者に対しては、「農の風景育成地
区」指定への理解を深めるためのチラシを配
布し、市内外に対しては、ウェブサイトや広報
誌への情報掲載により、「下小山田・図師町農
の風景育成地区」の魅力を発信し、育成計画
に掲げる取組方針などのPRを行いました。
また、地区指定後の取り組みとして、3月に開
催された「まちだECOtoフェスタ」に出展し、地
元で生産された新鮮な野菜の販売とパネル
展示を行い、多くの方から好評を得ることがで
きました。

①完了

②完了

①完了

②完了
○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①都市農地の抱え
る課題を解決する
ために、「まちだベ
ジハブ」の活動を更
に充実させることが
必要です。新たな
主体との連携の創
出や、取組への参
加者・協力者数を
増やす取り組みを
進めます。

②地区指定後の取
り組みとして、新た
に整備された忠生
スポーツ公園等の
地区内の施設の活
用が求められてい
ます。育成計画に
基づき、地元農産
物の販売拠点とし
て活用し、地産地
消の取り組みを進
めます。

2 -
分かりやすい
住所整理の推
進

①南大谷及び東玉川学園三・四丁目地区住所整
理実施に向けて、案の公示及び市議会への上程
を行います。
また、新しい町名、町区域の告示に向けて準備を
行います。

②次期住所整理の実施に向けて住居表示整備審
議会への諮問を行い、地区の選定を行います。

※次期住所整理実施地区の選定にあたり、地区内
の調査及び地域住民の意見を聞くなど、より丁寧な
検討を行うこととしたため、削除しました。

①市議会への上程、告
示の準備

②次期住所整理実施地
区の選定

①完了

②完了
○

①4月に案の公示を行い、6月に市
議会へ上程し可決されました。ま
た、2024年7月の告示に向けて、各
住戸に住居番号を付けるための実
地調査等を実施しました。

①引き続き、告示に向け
て、実地調査の結果をも
とに住居に附番する番号
の確定や図面作成、住
居表示実施後に必要と
なる手続きの案内の作成
等を行います。

①4月に案の公示を行い、6月に市議会へ上
程し可決されました。また、2024年度に告示
する、住居番号を示した図面の作成や、住居
表示実施後に必要となる手続きの案内の作
成が完了しました。
2024年7月の住居表示実施に向けて、2024年
度に実施予定であった「住居表示実施に伴う
手続き説明会」を11月に前倒しで行い、町内
会に対して必要となる手続き等について、説
明や質疑応答を行い、住居表示実施後に混
乱が生じないよう丁寧に対応しました。

①完了 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①2024年7月に予
定の住居表示実施
に向けて、南大谷
及び東玉川学園
三・四丁目地区に
お住まいの方が、
実施後に必要とな
る手続きをスムーズ
に行えるよう、「手続
きのしおり」やQ&A
を配布します。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

都市農地の保
全・活用の推
進

①都市農地の持続可能な保全・活用をするため
に、「まちだベジハブ」の構築に向けた支援を行い
ます。

②「農の風景育成地区」指定に向けた協議を進
め、地区の指定を行います。

①「まちだベジハブ」の
構築

②「農の風景育成地区」
の指定



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

3 -
地理情報シス
テムの利用推
進

①職員向けの操作研修会を実施し、地理情報シス
テムの利用推進を図ります。

②都市計画情報等に関する問合せ対応の効率化
を図るため、「地図情報まちだ」を多くの市民や事
業者の方に利用していただくための周知活動を実
施します。

①地理情報システム研
修会の受講者数

②「地図情報まちだ」の
周知活動回数

①100人

②2回
○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①地理情報システ
ムの利用促進や活
用できる職員を増
やすために、職場
や市民のニーズを
把握し、研修内容
の充実を図ります。

②多くの市民や事
業者の方に親しみ
やすい「地図情報
まちだ」にしていく
ために、積極的なＰ
Ｒ活動を行います。

4 -
各種申請手続
のオンライン
化の推進

オンライン行政手続システム「Ｇｒａｆｆｅｒ」を利用した
オンライン申請業務を本格稼働し、サービスの拡充
に向けて追加項目の内容精査・検討を行い、申請
可能な業務項目数を増やします。

オンライン化した行政手
続の業務項目数

3項目 ○

新たに追加する項目のサービス開
始に向けて、手続内容の整理を行
い、申請フォームを作成しました。
あわせて、オンライン申請について
ホームページに掲載し、周知を図り
ました。
また、８月に、スマートフォンアプリ
のLINEを利用した住所変更証明書
のオンライン申請を開始しました。

今後、追加する項目の
申請フォームについて試
験運用及び最終確認を
行い、オンラインで行え
る申請業務を拡大してい
きます。

・「公有地の拡大の推進に関する法律に基づ
く届出」「住みよい街づくり条例に関する届出」
「市街地道路拡幅整備要綱に関する協議書」
の３項目について、申請フォームの作成、試
験運用、最終確認を行い、オンライン申請を
開始しました。
・当初の計画に加え、「測量標等管理要綱に
関する申請」と、スマートフォンアプリのLINEを
利用した「住所変更証明書」の項目を追加し、
当初の目標を上回ることができました。この
LINEを利用した申請は利用者数が増加し、利
用者からも好評を得ることができました。
・新規に項目数を増やすことで、利用者の来
庁手間の軽減や職員の事務処理時間短縮の
利便性が向上し、業務の効率化を図ることが
できました。

5項目 B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

今後は、利用状況
やニーズを把握し、
課題の整理、シス
テムの検証、利用を
促進する環境づくり
が必要です。また、
オンライン申請に適
した項目を選出し、
順次追加するため
の作業を進めるとと
もに、Grafferだけで
なくＡＩやスマート
フォンアプリなどの
技術の活用を検討
し、更にシステムの
充実と業務の効率
化を図っていきま
す。

①6月に地理情報システム研修会
を3回実施し、延べ58人の職員が受
講しました。

②「地図情報まちだ」のPRのため、
6月8日から7月12日まで、町田市立
中央図書館に特集コーナーを設置
し、PRカードの配布を行うなど周知
活動を行いました。

①11月に地理情報シス
テム研修会を3回実施し
ます。また、ニーズにあ
わせた個別研修を実施
します。

②商工会議所ニュース
に「地図情報まちだ」に
関する記事とQRコードを
掲載し、利用促進のため
の周知活動を行います。

①地理情報システムの研修に102人の職員が
受講しました。集団研修を6月と11月に計5回
実施し、各課の要望に対応するため、計14回
の個別研修を実施しました。さらに、テキスト
の見直し等を行い研修内容の充実を図りまし
た。

②上半期には、市民の方が多く訪れる町田市
立中央図書館に特集コーナーを設置し、PR
カードの配布やポスターの掲示、関連図書の
紹介を行いました。下半期には、商工会議所
ニュース12月号に「地図情報まちだ」に関する
記事とQRコードを掲載し、事業者の方々への
PRを行いました。

①102人

②2回



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 都市づくり部交通事業推進課

課の使命 日常的な移動を多様な担い手・手段で支え、移動しやすい持続可能な交通環境をつくること

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

・6月に玉川学園地区で始まった、
NPOや自治会、福祉事業所等の協
働による、地域の移動を支える取組
「乗り合いサービスさくら号」に対
し、技術的・財政的支援を行いまし
た。
・地域の移動を支える取組を行う団
体の定例会等に参加し、取組に対
し助言や支え合い交通事業補助金
について説明を行いました。

・地域の移動を支える取
組を実施している団体
や、実施を検討している
団体に対し、関係各所と
の調整等、取組につい
て技術的支援や補助金
の交付による財政的支
援を行います。
・取組を行う団体同士が
情報交換を行う機会を設
けるために、「支え合い
交通連絡会」を開催しま
す。

・新規として、玉川学園地区において地域の
移動を支える取組「乗り合いサービスさくら号」
の運行が開始されました。そのほか、市内9地
区において地域の移動を支える取組が行わ
れています。
・12月に「支え合い交通連絡会」を開催し、8
団体が参加しました。移動支援団体同士で活
動内容を紹介し合い、日頃の活動における疑
問点や問題点について、情報交換を行いまし
た。
・支え合い交通事業への取り組みを検討され
ている方に向けて、手引きを作成し、3月に
ホームページに公表しました。

10件
（新規1件、継
続9件）

○

3

個
別
計
画

シェアサイクル
の推進

シェアサイクル事業者と協働し、利用啓発やサイク
ルポート増設の検討等を行うことで利用回数の増
加に向けた取り組みを実施します。

シェアサイクル利用回数

月平均
4,800回
7,800回
※当初の目標
を大きく上
回ったため修
正しました。

◎

移動を支える取組件数
10件
（新規1件、継
続9件）

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・活動を継続するに
あたり各団体では
活動経費や人手不
足についての課題
を抱えています。
・活動経費につい
ては、2024年度に
支え合い交通事業
補助金の補助対象
に燃料費を追加す
ることを検討してい
ます。

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

小田急多摩線
の延伸検討

延伸の実現に向けた収支採算性等の検討を相模
原市と実施します。

収支採算性等の検討 検討実施 ○

・小田急多摩線延伸検討会作業部
会を6月に開催し、2023年度の調査
方針について相模原市や小田急
電鉄等と協議を行いました。
・小田急多摩線延伸に関する関係
者会議を8月に開催し、関係者と収
支採算性等の検討を行いました。

・調査結果の取りまとめ
に向けて、関係者との検
討を継続します。

・8月に関係者会議を開催し、調査結果の取り
まとめに向けて関係者と収支採算性の検討を
行いました。
・6月、1月に相模原市、小田急電鉄及び鉄
道・運輸機構との作業部会を行い、調査方針
等について協議を行いました。

検討実施 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・小田急多摩線の
延伸には、収支採
算性の向上等が課
題です。
・引き続き関係者と
事業化に向けた検
討・協議を行いま
す。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地域の移動を
支える取組へ
の支援

地域の支え合い交通や新たな交通の実用化に関
する取組に対して、交通関係者との調整や道路運
送法等交通法規に関する技術的支援を行うととも
に、活動を実施継続していくために必要な財政的
支援を行います。

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

・2024年度はシェア
サイクル共同運営
事業の協定が最終
年度となるため、事
業評価を行った上
で必要な手続きを
進めていく必要が
あります。
・2024年3月に策定
された「自転車ネッ
トワーク計画」の方
向性などを考慮し
ながら、シェアサイ
クル事業者とサイク
ルポートの設置を
促進し、利便性向
上及び利用回数増
加に向けた取り組
みを進めていきま
す。

・「自転車月間」である5月を中心
に、自転車に関連したイベントを市
庁舎や中央図書館で開催するほ
か、広報まちだ、町田商工会議所
NEWSを活用して市民や事業者へ
の利用啓発を実施しました。
・シェアサイクル事業者と協議しな
がらサイクルポートの増設を進め、
市内ポート数が56箇所から63箇所
（市有地4箇所+民有地3箇所）に増
加しました。市有地については、利
用実績データ分析の結果、今後も
多くの利用が見込まれると判断した
町田駅周辺に3箇所、鶴川駅周辺
に1箇所設置することとし、施設管
理者及び町内会自治会等との調整
を行いました。その結果、シェアサ
イクル利用回数の月平均（4月～8
月）は約7,800回となり、目標値を大
きく超えました。

・シェアサイクル事業者と
利用実績データの分析
等を行いながら、効果的
な利用啓発及び民間地
を含めたサイクルポート
の増設を協議検討の上
で実施し、市内シェアサ
イクルのさらなる利用促
進に取り組みます。

・「自転車月間」である5月を中心に、自転車
に関連したイベントを市庁舎や中央図書館で
開催するほか、広報まちだ、町田商工会議所
NEWSを活用して市民や事業者への利用啓
発を実施しました。
・シェアサイクル事業者と協議しながらサイク
ルポートの新規設置を進め、市内ポート数が
56箇所から68箇所（市有地6箇所+民有地6
所）に増加しました。
・市有地へのサイクルポート新規設置にあたっ
ては、施設基準や利用者ニーズ等の把握に
加え、利用促進のための事業周知を目的とし
て施設管理者や地元町内会自治会等との事
前調整を行いました。
・サイクルポート数増加及び利用啓発の結
果、利用回数の月平均は約9,300回となり、目
標値を大きく超えました。

月平均
9,300回



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・引き続きＷｅｂ配信
等を活用し、効率
的に公共交通等に
関する知識向上を
図り、業務遂行に
活用していきます。
・課業務に関連する
多岐にわたる知識
の習得が求められ
ていることから、
様々な分野の研修
等を活用し、業務に
対する多面的な取
り組みを目指しま
す。

・引き続き、職員の業務
に関する知識向上に向
けた研修等に参加しま
す。

・国土交通省や交通事業者等が実施する研
修を活用し、職員の公共交通に関する知識向
上を図るとともに、広報・情報システム・個人情
報など様々な分野の研修を受講することで、
幅広い視点をもって業務を進めることにつな
げました。
・取得した知識は、業務の効率化のために、
適宜課内で共有を図りました。

年55回

4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

バス待ち環境
の改善

交通事業者等と連携し、バス停留所への上屋・ベ
ンチの設置及び交差点や横断歩道至近にある危
険なバス停留所の改善に向けた取り組みを進めま
す。

バス待ち環境改善箇所
数

3箇所 ○

・交通事業者、道路管理者及び警
視庁と調整を行い、上屋・ベンチを
設置するバス停留所及び改修する
危険なバス停留所を選定し、工事
発注の準備を進めました。

・バス停留所への上屋・
ベンチ設置、及び危険
なバス停留所の改修に
合わせた道路改修工事
を実施します。

・交通事業者、道路管理者及び警視庁と調整
を行い、上屋・ベンチを設置するバス停留所
及び改修する危険なバス停留所を選定しまし
た。
・必要な道路改修等を行った上で、成瀬高校
入口バス停に上屋を、桜台入口バス停（忠生
スポーツ公園前）及び国士館大学前バス停に
ベンチを設置しました。
・バス事業者と連携して、危険なバス停留所
（山王ガーデンバス停）の改善に必要な道路
改修、バス停柱の移設等を行いました。

4箇所 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・市内にはバス待ち
環境に課題のある
バス停があるため、
引き続き、交通事
業者と連携して、バ
ス待ち環境改善の
取り組みを進めて
いきます。

5 -
職員の人材育
成

庁内外で行われる研修への参加やWeb配信の活
用により、幅広い知識を習得することで、業務を効
率化します。

研修等への参加数 年48回 ○

・交通に関する先端技術等につい
ての研修に加え、広報力向上に向
けた研修等に計24回参加し、得た
知識を交通関連計画の検討や自
転車・バス啓発の取組などの業務
に活用しました。



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

更なる運営の効率
化を図り、運営体制
が持続的なものとな
るよう取り組みを進
めます。

運用体制（組織・運営）の確立に向
けて、下記を実施しました。
（組織）
・将来的に地域主体の組織化を図
るため、実行委員会を立ち上げ、
社会実験を通じて、組織体制の検
証を進めました。
（運営）
・運営の効率化と市民への情報発
信を目的とした専用ホームページ
を開設し、試行的運用をはじめまし
た。

引き続き、組織と運営
を、社会実験を通じて検
証し、運用体制を確立し
ます。

通年に渡り8回の社会実験を実施し、下記の
通り運用体制（組織・運営）を確立しました。
（組織）
・2つの商店会、株式会社町田まちづくり公
社、沿道の店舗と実行委員会を立ち上げ、社
会実験を通じて組織運営の検証を行い、体制
を整えました。
（運営）
・2022年度整理した運営手順（登録説明会→
出店者登録→利用予約→出店→完了報告）
の検証を重ね、出店の流れを確立しました。
・運営事務を一部システム化した専用ホーム
ページを作成し、運営の効率化を図るととも
に、市民への情報発信を行いました。

完了

B

B:当初目
標の達
成に加え
て、早期
に物件
移転に
着手し、
事業へ
の理解と
まちづく
りの機運
を高める
とともに、
事業の
一層の
推進に
つなげた
たためで
す。

①2031年度の換地
処分に向けて、移
転及び工事を進め
ます。

②2027年度末の道
路使用開始に向け
て工事を進めます。

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

相原駅周辺街
づくりの推進

東口駅前広場に接する地権者や関係者と駅前街
区の再編に向けた検討を進めます。

整備手法の検討
整備（案）の作成

※地権者の意向を受け、
整備手法の検討が必要
となったため指標を修正
しました。

完了
○

・駅前広場に接する地権者と一体
的な土地利用に向け、協議を3回
実施しました。
・市駐輪場用地の利活用につい
て、事業者、近隣大学へのヒアリン
グを開始しました。

・引き続き、地権者との
協議を進めます。また、
市駐輪場用地の利活用
について、事業者や近
隣大学へヒアリングを行
います。
・上記を踏まえて、整備
手法の検討の方向性を
整理します。

・駅前広場に接する地権者や関係者との協議
を進めました。
・地権者の意向を受け、整備手法の検討が必
要になったことから、市駐輪場用地の利活用
に向けたヒアリングを事業者7社、大学3校に
行いました。
・このヒアリングを踏まえて、整備手法の検討
を行い、民間活力を活用する方向の整理をし
ました。

完了 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・駅前広場に接する
地権者と一体的な
土地利用に向け、
合意形成を図りま
す。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

鶴川駅周辺街
づくりの推進

①土地区画整理事業の整備工事に着手します。

②南口アクセス道路整備事業の整備工事に着手し
ます。

①整備工事着手

②整備工事着手

計画
類型

①５月と７月に地権者へ向けた区
画整理ニュースを発行しました。8
月に事業計画変更の縦覧を実施
し、9月に東京都へ事業計画変更
認可申請を行いました。また、地権
者と移転に向けた協議を行いまし
た。

②用地取得に向けて、5月に沿道
地権者を対象に説明会を実施しま
した。また、道路認定に必要な資料
の作成を終えて、川崎市と道路認
定の同意に向けた協議を行いまし
た。

①地権者との移転協議
を進めて、整備工事に着
手します。

②南口アクセス道路の整
備工事に着手します。

①・10月に事業計画変更を完了し、1月に整
備工事に着手しました。2024年度に予定して
いた物件移転について、移転同意が得られた
ため、1月に前倒しで行うことができました。
・2月に地権者を対象とした移転に関する個別
説明会を開催しました。また、当初は予定して
いなかった地権者との将来のまちの姿やデザ
インの共有について、3月に意見交換会を開
催して、まちづくりの方向性や今後の進め方
の確認を行いました。
・これにより、事業への理解とまちづくりの機運
を高めるとともに、事業の一層の推進につな
げました。

②2月に支障物移設等の整備工事に着手しま
した。また、道路認定については、12月に川
崎市から認定の同意を得て、3月に町田市で
道路認定を行いました。

①着手

②着手

①着手

②着手
○

3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

原町田中央通
りの魅力の向
上

原町田中央通りの沿道空間の活用に向けて、ガイ
ドラインや運用ルールに基づき、2022年度に整理
した組織体制及び沿道空間利用マッチング機能
（出店者登録、予約等）を備えた専用ホームページ
による運営について、社会実験を通じて検証し、運
用体制を確立します。

運用体制の確立 完了 ○

部課名 都市づくり部地区街づくり課

課の使命
・「訪れたい・働きたい」と思われる駅周辺の街づくりに取り組みます。
・「住みたい・住み続けたいまち」の実現を目指し、市民、事業者等と協働で、魅力と豊かさを感じられる街づくりや景観づくりを推進します。
・土地区画整理事業等を活用し、計画的な街づくりを推進します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

5 -
業務効率化に
向けた職員の
能力向上

個々の職員が受講した研修内容や日々の業務で
取り組んだ業務改善について、課内で共有し、業
務効率化につなげます。

課内勉強会の回数 2回 ○

・上半期に1回実施予定の課内勉
強会を、2回実施しました。
・実施内容としては、6月に「都市計
画」をテーマとした勉強会を開催
し、9月に「中心市街地のまちづく
り」をテーマとした勉強会を開催しま
した。
・また個々の職員が受講した研修
の成果について、回覧等で課内に
共有しました。

4

個
別
計
画

良好な景観づ
くりの推進

市民・事業者・行政の協働による良好な景観づくり
を推進するため、町田市景観計画の一部改定とこ
れに伴う町田市景観条例の改正を行います。ま
た、(仮称）町田市屋外広告物条例の制定を行いま
す。

※内容を追記しました。

①町田市景観計画の一
部改定、町田市景観条
例の改正

②(仮称）町田市屋外広
告物条例の制定

①完了

②完了
○

①②共通
・景観計画改定等の方向性につい
て、5月に市民説明会、及び市民意
見募集を行い、42件の意見を頂き
ました。
・この意見を踏まえた調査・検討を
町田市景観審議会で行い、8月に
答申を受けました。
・上記の答申を基に、庁内や東京
都等との調整を行い、景観計画改
定、景観条例改正、及び屋外広告
物条例の各案を取りまとめました。
・各案についてパブリックコメントを9
月から実施しました。

①のみ
・景観計画改定の方向性につい
て、8月の町田市都市計画審議会
に事前説明を行いました。

①②共通
・パブリックコメントの結果
を12月に公表します。

①のみ
・景観計画の改定につい
て12月に町田市都市計
画審議会の意見を伺い
ます。
・3月に景観計画を改定
します。
・景観条例改正について
3月議会に上程し、公布
します。

②のみ
・検察庁協議を１１月から
実施します。
・屋外広告物条例制定
について3月議会に上程
し、公布します。

①②共通
・景観計画改定等の方向性について、5月に
市民や事業者に向けた説明会、及び市民意
見募集を行いました。
・この意見を踏まえた調査・検討を町田市景
観審議会で行い、8月に答申を受けました。
・景観計画の改定案、景観条例の改正案、及
び屋外広告物条例の制定案について、９月に
パブリックコメントを行いました。

①のみ
・上記の結果を踏まえ、3月に「町田市景観計
画」を改定しました。
・3月議会に上程し、「町田市景観条例」を改
正しました。

②のみ
・1月に検察庁協議を終え、3月議会に上程
し、「町田市屋外広告物条例」を制定しまし
た。

①完了

②完了
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①②共通
（周知）
景観計画や条例に
ついて周知を図りま
す。
（運用）
2024年10月の条例
施行に向けて、庁
内体制を整え、10
月から運用を開始
します。

B

B:当初目
標の達
成に加え
て、業務
効率化
に向けた
体制の
強化と手
法の充
実を図っ
たためで
す。

今後も研修等を活
用して業務効率化
に取り組んでいきま
す。

11月に「鶴川駅周辺再
整備事業」をテーマとし
た勉強会を、2月に、「新
端末導入に伴う業務効
率化」をテーマとしたデ
ジタル戦略室協力による
勉強会を実施し、さらに
業務効率化に取り組み
ます。

・目標値2回のところ、5回の課内勉強会を実
施しました。
・1年を通して課内の3係、1室でそれぞれテー
マを設定して勉強会を開催しました。これによ
り、職員のまちづくりに対する業務知識や意識
の向上に繋がり、さらに係同士の連携が活性
化しました。
・11月にデジタル戦略室と協働で実施した「新
端末導入に伴う課内DXの推進」をテーマとし
た勉強会の成果を活かし、Teamsの運用方法
や調査物管理方法の変更を通じ、課内のDX
を推進しました。
・その結果、業務効率化に繋がりました。

5回



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①市民意見募集の
結果をまとめ、2024
年度6月に町田駅
周辺整備計画を策
定します。

②町田駅周辺整備
の推進に向けて、
引き続き関係機関
と協議を行います。

2 - 業務の効率化
打合せや会議を積極的にオンラインで実施し、業
務の効率化を図ります。

オンライン会議実施回数 年12回 ○

オンライン会議を13回実施し、業務
の効率化に努めました。効率的な
スケジュール調整や移動時間、旅
費の削減などの効果がありました。

引き続き、打合せや会議
を積極的にオンラインで
実施し、業務の効率化を
図ります。

オンライン会議を28回実施しました。会議開催
方法の選択肢が広がったことで、スケジュー
ル調整や移動に費やす時間を削減できまし
た。

年28回 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き積極的に
オンライン会議を実
施し業務の効率化
をはかります。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

町田駅周辺整
備の推進

①駅周辺の開発を進め、魅力ある駅前空間づくり
を推進するため、「町田駅周辺整備計画（案）」を策
定します。作成し、市民から広く意見を募集しま
す。

②町田駅周辺整備の推進に向けて関係機関と協
議を行います。

※まちづくりの関係者と丁寧に意見交換を行うた
め、スケジュールを見直しました。

①町田駅周辺整備計画
（案）の策定作成及び市
民意見募集の着手

②関係機関協議の実施

計画
類型

①整備計画（案）の作成に向けて、
7月に有識者検討委員会を、8月に
庁内策定委員会を開催し、検討を
進めました。
まちづくりの関係者、駅やまちを利
用する若者等の意見を収集するた
めの準備を進めました。

②東京都や警視庁と駅周辺地区の
開発推進に係る協議を行いまし
た。

①まちづくりの関係者、
駅やまちを利用する若者
等の意見を収集します。
1月に有識者検討委員
会及び、2月に庁内策定
委員会を開催し、整備計
画（案）を作成します。
また、整備計画（案）につ
いて、市民から広く意見
を募集します。

②引き続き、町田駅周辺
整備の推進に向けて関
係機関と協議を行いま
す。

①まちづくりの関係者、駅やまちを利用する若
者等の意見を収集しました。
1月に有識者検討委員会、2月に庁内策定委
員会を開催し、整備計画（案）を作成しまし
た。
また整備計画（案）について、市民意見募集
に着手しました。

②東京都や警視庁と駅周辺地区の開発推進
に係る協議を実施しました。

①完了

②実施

①完了

②実施
○

部課名 都市づくり部地区街づくり課中心市街地開発推進室

課の使命 ・町田駅周辺の整備を進め、中心市街地を過ごし方の選択肢が多様にあり、訪れる人の時間・体験が特別になるような魅力的でウォーカブルな拠点へと転換していきます。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①引き続き、UR都
市機構やJKK東京
と協議を行い、継続
してイベントが開催
できるよう調整を行
います。

②今後は各団地で
のイベント等の情報
を収集し、発信に努
めます。

③・引き続き団地事
業者と意見交換を
行います。
・（仮称）まちづくり
検討会や、団地住
民、商店会など団
地に係る方々の意
見を聴くためのワー
クショップを開催し
ます。
・検討会やワーク
ショップ等でいただ
いた意見を踏まえ
て構想改定を進め
ます。

①５月にJKK東京と連携し町田木
曽住宅において「ネコサポステー
ションオープニングイベント」を開催
しました。また、９月には、UR都市
機構と連携して小山田桜台団地に
おいて「小山田桜台団地PLAY
DAY！」を開催しました。

②ホームページのページ構成を見
直し、リニューアルに向けた作業手
順を確立しました。

③UR都市機構や東京都住宅供給
公社と意見交換を実施するととも
に、団地住民等のアイデアを集める
ためのワークショップ開催の準備を
進めました。

①次年度の取り組みやイ
ベントについて、UR都市
機構及びJKK東京と協
議を行います。

②作業手順に従い、必
要なデータの作成、ペー
ジの移設を行います。

③引き続き、UR都市機
構や東京都住宅供給公
社と意見交換を実施する
とともに、ワークショップを
開催し、団地住民等のア
イデアを取り入れたまち
づくり構想改定案を作成
します。

①市がJKK東京及びUR都市機構と調整を行
い、5月にネコサポステーションオープニング
イベント、9月に小山田桜台団地PLAY
DAY！を開催できました。
また、毎年3月に開催されているUR都市機構
主催の「DANCHI　Caravan」について、市と
UR都市機構、JKK東京の三者で調整した結
果、JKK東京も同イベントに今年度から継続
的に参加することなりました。これにより、木曽
山崎団地地区全体でのイベントになりました。

②予定通り作業を進め、ホームページのリ
ニューアルを完了しました。

③・UR都市機構や東京都住宅供給公社とま
ちづくりの開催方法やスケジュール等につい
て、協議を行いました。
・木曽山崎団地地区のまちづくり構想改定に
向けては、今後団地事業者が実施する調査
検討結果を踏まえることとしました。より地域の
声を反映するため、有識者や地元自治会、管
理組合等の代表などで構成する（仮称）まち
づくり検討会を発足することとし、その準備を
行いました。

①３回

②完了

③未完了

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

耐震化の障害と
なっている要因の
多くは、マンション
や事務所ビルでは
所有者間・入居者
間の合意形成、個
人住宅では多額の
工事費負担です。
助成金やアドバイ
ザーによる支援、個
別の説明により、引
き続き所有者への
啓発を行います。

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

木造住宅・分
譲マンション
の耐震化促進
事業

・耐震相談会、防災イベントにおいて、耐震化の必
要性や助成制度などの周知を行います。

・簡易耐震診断の実施に向けて、耐震改修促進計
画に基づき旧耐震木造住宅の多い地域から、住宅
所有者へ案内状を送る等の啓発活動を実施しま
す。

簡易耐震診断の申込件
数

120件 ○

・簡易耐震診断を74件受付しまし
た。
・簡易耐震診断の案内状を対象者
全員に送付しました（4018通）。ま
た、過去に精密耐震診断を受けた
方全員へのフォローアップを送付し
ました（236通）。

・10月に耐震相談会を行
います。

・簡易耐震診断の申請を121件受け付けまし
た。
・10月に耐震相談会を行いました。

121件 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

2000年5月までに着
工された在来軸組
木造建築物につい
ても耐震化促進が
求められてきていま
す。これらの耐震化
に向け、来年度か
ら一部制度を拡充
します。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

特定緊急輸送
道路沿道建築
物の耐震化推
進

耐震改修促進計画に基づき、震災時に緊急輸送
道路を閉塞する恐れのある建築物の耐震化を進め
るため、未耐震の建物所有者への啓発活動や費
用助成を実施します。

特定緊急輸送道路沿道
建築物の耐震改修工事
実施棟数

計画
類型

・耐震改修工事の交付申請が1件
ありました。当該物件にて、工事を
実施中です。
・対象建築物の所有者に個別に連
絡し、啓発を行いました。

・交付申請を受付けた物
件の耐震改修工事が完
了するよう、進捗確認を
行います。
・対象建築物の所有者に
ヒアリングした結果、耐震
化の意向なしと回答した
所有者に対して、都条例
に基づき検討状況の報
告を求めます。

・耐震改修工事の補助金交付申請を1件受け
付け、1棟が耐震化されました。
・耐震性の特に低い対象建築物の所有者11
名に対して、都条例に基づく指導文書を送付
しました。

1棟1棟 ○

3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

団地再生に向
けた取り組み

①ＵＲ都市機構及びＪＫＫ東京と連携し、団地再生
の機運醸成に資するイベントを実施します。

②2022年度に行った「町田市市民参加型事業評
価」を踏まえ、団地ごとのホームページを見やすく
整理することで、団地の魅力発信を強化します。

③「町田市都市づくりのマスタープラン」に掲げる
「住宅地を多機能化する」ことを目指して、 UR都市
機構や東京都住宅供給公社など関係機関との協
議を進めるとともに、団地住民のアイデアを取り入
れながらまちづくり構想案を作成します。

①団地事業者と連携した
イベントの実施回数

②団地に関するホーム
ページのリニューアル

③まちづくり構想改定案
の作成

①2回

②完了

③完了

○

部課名 都市づくり部住宅課

課の使命 誰もが安全・安心に長く暮らせる、豊かで快適な居住環境を確保します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

5 - 業務の効率化

旧耐震木造住宅の耐震化助成業務に関連し、個
別物件の耐震化進捗把握や、物件が除却された
際の検出を容易にするため、対象物件を庁内ＧＩＳ
上にマッピングします。
2023年度は作業のロードマップを作成します。

作業ロードマップの作成
ロードマップ
完成

○
活用可能なデータを収集・分析し、
大枠のロードマップを作成しまし
た。

4

個
別
計
画

空家に関する
取り組み

管理不全となっている空家の所有者に対し、啓発
活動や現況に関する情報提供、空家無料相談の
実施等を行うことで、改善を図ります。
また、空家の適正管理啓発のための空家セミナー
を開催します。

管理不全の空家の改善
件数

50件 ○

・市に通報があった空家の所有者
に対して通知等を行い、21件の管
理不全空家が改善されました。
・月2回の空家無料相談会で8組の
相談を受付け、管理不全空家の改
善に努めました。
・空家所有者に対し、今後の利用
計画や相談希望の有無などのアン
ケート調査（327件）を実施し、あわ
せて市の空家施策の案内を行いま
した。
・固定資産税の納税通知書に同封
するリーフレットに空き家啓発につ
いて掲載しました。

・引き続き、管理不全空
家の所有者に対して、改
善するように働きかけを
行います。
・空き家所有者に空家啓
発のダイレクトメールを送
付します。
・空家に関する啓発活動
の一環として、11月と12
月に「空家セミナー」を開
催します。
・空家等対策の推進に関
する特別措置法が６月に
改正され、１２月に施行さ
れます。国のガイドライン
等を踏まえて市としての
対応の検討を行ます。

・6月にアンケート調査を実施し、回答があっ
た116件のうち、空家の管理に不安があると回
答された26件について、無料相談会や必要
なサービスを受けられる団体を紹介するなど
ニーズに合わせた対応を行いました。
・管理不全の空家の所有者への働きかけや除
却費の助成等の案内を行い、55件改善されま
した。
・特定空家等として指導していた空家1件が、
改善されました。
・空家セミナーは、当初2回開催の予定でした
が、東急株式会社と連携することで、1月に3
回目のセミナーを開催することができました。
・月2回の無料相談会で、24組の相談を受付
け、管理不全空家の予防・改善に努めまし
た。
・啓発のためのダイレクトメール（ＤＭ）を、空
家セミナーの案内を兼ねて10月に338通送付
しました。
・法改正の内容を周知するため、法改正の
リーフレットと空家啓発の通知を1月に331通
送付しました。

55件 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

管理が不十分な空
家を発生させない
ようにするため、空
家が発生する前の
予防啓発が課題で
す。
引き続き協定団体
と連携して空家啓
発に取り組みます。

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

ロードマップに沿っ
て、データベースに
情報を追加していく
必要があります。

データベース定義の精
度を高め、具体的な作業
手順を構築します。

ロードマップに沿った具体的な作業を明確化
するため、データベース定義書を作成しまし
た。また、作業手順の検討の中で、簡易耐震
診断の案内状送付先リストの作成と本データ
ベースを統合的に運用することが効率的であ
ることが見出されたため、統合的に扱うための
作業環境を構築しました。

完成



順
位

進
捗
状
況

評
価

5 -
職員の人材育
成

①職員の人材育成・意識向上のため、研修会へ積
極的に参加し、学びます。

②経験豊富な職員のノウハウを活かした勉強会を
実施し、知識や技術の継承を図るとともに、効率的
に会議を運営します。また、研修会で学んだことを
活かせるように職場内に周知・共有します。

①研修会への参加回数

②勉強会の実施回数

①年7回

②年12回
○

①4月～8月に行われた専門知識を
習得する為の研修会等に6回参加
し、職員の能力・意識向上に努めま
した。

②4月～8月までに勉強会を6回実
施し、係内で各担当が抱える案件
の問題点及び解決方法について
情報共有を行いました。

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

違法な解体工事抑
止のため、引き続き
パトロールを実施
し、違反等の指導を
行っていきます。

4 -
指定道路調書
及び指定道路
図の作成

建築基準法第42条第2項の規定に基づく道路（民
地）について、指定道路調書及び指定道路図を作
成します。

指定道路調書及び指定
道路図の作成

完了 ○

対象地の地権者との調整を行い、
指定道路調書及び指定道路図作
成の業務委託準備が完了しまし
た。

指定道路調書及び指定
道路図の作成を完了しま
す。

指定道路調書及び指定道路図作成の業務委
託を行い、今年度予定していた対象路線の指
定道路調書及び指定道路図の作成が完了し
ました。

完了 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

本年度の課題を踏
まえ、引き続き指定
道路調書及び指定
道路図の作成を行
います。

月1回、6回のパトロールにより現場
を確認し、違法な解体工事等が無
いよう指導を行いました。

引き続き月１回のパト
ロールを実施し、適切に
施工されているか確認を
行います。

市独自のパトロールを9回、都内一斉パトロー
ルを1回、全国一斉パトロールを2回、計12回
実施しました。パトロールの実施により、指導
件数が減少傾向にあります。

年12回

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

災害発生時に円滑
な判定体制を確立
するため、震前対
策の拡充を行いま
す。

2 - 組織力の強化

①新規配属された職員が窓口対応において迅速
で的確な案内を行えるように、知識・情報を共有す
る勉強会を実施します。

②業務分担の平準化と効率化を図るために各業務
の内容及び進捗状況を係内で共有し、協力し合え
る体制を作るための業務連絡会を実施します。

①勉強会の実施回数

②業務連絡会の実施回
数

①10回

②10回
○

①4月～8月までに勉強会を7回実
施し、知識・情報を共有しました。

②5月～9月までに業務連絡会を5
回実施し、各担当の業務の内容及
び進捗状況を共有しました。

①引き続き、勉強会を3
回実施し、知識・情報の
共有を図ります。

②引き続き、業務連絡会
を5回実施し、業務運営
の効率化を図ります。

①長期優良住宅の申請入力や記載事項証明
書の発行等について勉強会を10回実施し、
知識・情報を共有しました。

②10回実施しました。各担当の業務内容及び
進捗状況を共有し、業務分担の平準化のた
めに、窓口当番制を導入しました。

①10回

②10回
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

窓口対応の平準化
のために、今後も知
識の向上と情報共
有に努めていきま
す。また、業務運営
の効率化を図るた
めに、業務連絡会
を継続して行いま
す。

1 -
災害に備えた
準備

①市内の被災建築物応急危険度判定員との連携
強化を図るため、連絡訓練を行います。

②2022年度に作成したタイムラインの中で、判定実
施の決定から判定業務開始まで（地震発生から3日
後まで）に職員が行う作業を精査し具体的な手順
書を作成します。

①民間判定員との連絡
訓練実施

②手順書の作成（判定
業務開始まで編）

計画
類型

①民間判定員との連絡訓練の実施
時期、内容について検討をしまし
た。

②手順書の作成に向けて検討し、
フォーマットを作成し、手順書の作
成を開始しました。

①連絡訓練の実施に向
けた準備を行い、1月に
実施します。

②引き続き、手順書を作
成し、今年度作成予定
分を完了します。

①民間判定員との連絡訓練を1月に予定して
いましたが、令和6年能登半島地震があった
ため、2月に実施しました。また、危険度判定
に関する職員訓練を2月に実施しました。

②判定業務開始までの手順書の作成が完了
しました。

①実施

②完了

①実施

②完了
○

3 -
特定建設資材
の適切な再資
源化の促進

建設リサイクル法の届出があった物件について、適
切に施工されているか、パトロール（定期的に現場
状況を確認すること）を実施することにより、違法な
解体工事を抑止します。

パトロール回数
12回

○

部課名 都市づくり部建築開発審査課

課の使命 市民が安心して暮らせる良好な街づくりを推進するため、建築物の建築等が適法に行われると共に適法な状態が保たれるよう、情報発信、審査、指導、検査等を行っていきます。

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

より高度な専門知
識を習得し技術を
高めること、継続的
な情報収集を行うこ
とが必要です。その
ため、今後も積極
的に研修会へ参加
します。

①今後開催される研修
会に参加し、職員の能
力・意識向上を図りま
す。

②10月～3月までに勉強
会を6回実施し、情報共
有を行います。

①国交省等で主催された12回の研修会等
（WEB研修含む）に延べ16名参加し、職員の
能力・意識が向上しました。

②省エネ法改正に伴う情報の共有化、基準
法道路の判断事例、許可基準の解説等につ
いて勉強会を12回実施し、情報共有の他、知
識や技術の継承を図りました。

①年12回

②年12回

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 都市づくり部建築開発審査課建築審査担当

課の使命 ・市民が安心して暮らせる良好な街づくりを推進するため、建築物の建築等が適法に行われると共に適法な状態が保たれるよう、情報発信、審査、指導、検査等を行っていきます。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

問合せの多い建築基準法の解説
等について、項目の洗い出し及び
精査をすすめ、解説等（案）を作成
しました。

解説等を完成させ、ホー
ムページ上で公開しま
す。

問合せの多い建築基準法の解説等を完成さ
せ、ホームページ上で公開しました。

公開公開 ○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

在宅勤務やテレ
ワークの定着が進
み、電話やメール
等でのお問合せが
増えています。
引続きホームペー
ジ上での情報公開
を充実させていきま
す。

2 -
職員の人材育
成

①職員の人材育成・意識向上のため、研修会へ積
極的に参加し学びます。

②経験豊富な職員のノウハウを活かした勉強会を
実施し、知識や技術の継承を図ります。また、研修
会等で学んだことを活かせるように職場内に周知・
共有します。

①研修会への参加回数

②勉強会の実施回数

①年12回

②年12回
○

①4月から８月に（一財）日本建築セ
ンター等で主催された８回の研修
会に計１３名が参加し、職員の能
力・意識向上に努めました。

②４月から９月までに新入職員等向
けに建築基準法の基本的な内容に
ついて勉強会を８回実施しました。
また、窓口及び電話でよく問合せを
受ける内容と回答について共有を
行いました。

①引き続き研修会及び
法令改正の説明会に参
加し、職員の能力・意識
向上を図ります。

②10月から3月までに勉
強会を6回実施し、知識
や技術の継承を図りま
す。また研修会で学んだ
ことを周知・共有します。

①国交省等で主催された27回の研修会等
（WEB研修含む）に延べ67名参加し、職員の
能力・意識が向上しました。

②新入職員等に向けて、建築基準法等の基
本的な内容や問合せの多い建築基準法の解
説等について、勉強会を18回実施し、知識や
技術の継承を図りました。また、研修会等で学
んだことを各担当者が周知することで、情報共
有を図りました。

①年27回

②年18回
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

法令の改正や社会
情勢の変化に対応
するため、最新の
専門知識の習得
と、継続的な情報
収集が必要です。
そのため、今後も積
極的に研修会へ参
加すると共に、職員
間で知識や技術の
継承を図ります。

1 -

お客様が迅速
に適切な情報
を得られる環
境の整備

お客様サービス向上のため、電話や窓口で問い合
わせの多い建築基準法の解説等についての情報
を整理し、ホームページで公開します。

建築確認申請に係る情
報の整理及び公開



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 都市づくり部建築開発審査課開発審査担当

課の使命 ・市民が安心して暮らせる良好な街づくりを推進するため、開発行為等が適法に行われると共に安全な宅地が保たれるよう、情報発信、審査、指導、検査等を行っていきます。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①研修実施に向けて受講対象者
の選定を行いました。

②研修実施に向けた準備を行いま
した。

③東京都が開催する2023年度養
成講習会の受講対象者を選定中
です。

①11月に研修会を実施
します。

②受講対象者の選定を
行い、1月に研修会を実
施します。

③講習会の受講対象者
を確定し、被災宅地危険
度判定士の新規取得者
10名に向け調整を行い
ます。

①被災宅地危険度判定の研修会を11月に実
施しました。今年度は受講者に対して事前に
資料を送付する等研修方法の見直しを行った
ことにより、調査票の作成方法について、より
理解を得られました。

②被災地派遣に備える研修会を1月に実施し
ました。より実践的な内容で研修を行うことが
できました。

③東京都にて12月に開催された講習会で、
23名が被災宅地危険度判定士の資格を取得
しました。受講申込のサポート等などを行い、
目標値を上回ることが出来ました。

①実施

②実施

③23名

①実施

②実施

③10名

○

3 -
職員の人材育
成

①職員の人材育成・意識向上のため、研修会へ積
極的に参加し、学びます。

②経験豊富な職員のノウハウを活かした勉強会を
実施し、知識や技術の継承を図ると共に、効率的
に会議を運営します。また、研修会で学んだことを
活かせるように職場内に周知・共有します。

①研修会への参加回数

②勉強会の定期実施回
数

①年3回

②年24回
○

B

B:研修内
容の整
理を行い
実習の
充実を図
りました。
また、円
滑な派遣
体制を整
備し業務
の強化に
努めたた
めです。

災害に備えるため、
被災宅地危険度判
定士の養成に努め
るとともに、判定士
者数についても現
在の水準を維持し
ていく必要がありま
す。

2 -

「開発行為の
許可等に関す
る審査基準」
の修正

「開発行為の許可等に関する審査基準」の運用に
おいて、事例を積み重ね、実態に応じるよう審査基
準の修正をします。

審査基準の修正 完了 ○
実態に応じた審査を行うため、事例
の収集と修正の検討を行いました。

引き続き修正の検討を行
い、実態に応じた審査基
準に修正します。

新基準の運用に伴い事例を収集し、係会議
において修正内容の検討を行いました。
検討結果を踏まえて審査基準の修正作業を
行い、修正後の審査基準を市のホームペー
ジに掲載しました。

完了 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

法改正や相談内容
の複雑化に対応す
るため、今後も修正
を必要とする場合
が考えられます。特
に次年度は盛土規
制法に基づく制度
への移行が予定さ
れているため、東京
都と調整しながら実
態に応じた基準へ
の修正を検討する
必要があります。

1 -
災害に備えた
準備

発災時、迅速に対応できる体制を維持するため、
以下の活動を行います。

①経験の浅い職員が被災宅地危険度判定に対応
できる研修を実施します。
②職員を被災地へ円滑に派遣ができる研修を実施
します。
③被災宅地危険度判定士の登録者数を増やすた
め新規取得を促します。

①被災宅地危険度判定
の研修実施

②被災地派遣に備える
研修実施

③被災宅地危険度判定
士の新規取得者数

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

より高度な専門知
識を習得し技術を
高めること、継続的
な情報収集を行うこ
とが必要です。その
ため、今後も積極
的に研修会へ参加
します。

①5月から8月に全国建設研修セン
ターにて行われた4回の研修会に
計4名が参加し、職員の能力・意識
向上に努めました。

②4月から9月までに、職場内で勉
強会を12回実施しました。

①今後開催される研修
会に参加し、職員の能
力・意識向上を図りま
す。

②10月から3月までに12
回の勉強会を実施し、知
識や技術の継承を図りま
す。また、研修会で学ん
だことの周知・共有を行
います。

①全国建設研修センターで主催された5回の
研修会に延べ6名参加し、専門知識や職員の
能力が向上しました。

②開発区域の取り方や開発道路の形状につ
いて等の勉強会及び検討会を24回実施し、
係内で検討を行うことで知識や技術の継承を
図りました。また、研修会等で学んだことを周
知・共有しました。

①年5回

②年24回



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き計画の推
進に努めます。リス
園の基本計画策定
を進めるとともに、
各施設の整備を進
め、充実を図りま
す。

4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

香山緑地の整
備

①既存建物耐震改修工事を実施します。

②運営事業者を選定します。

①既存建物耐震改修工
事の実施

②運営事業者選定

①実施

②完了
○

①既存建物耐震改修工事を2023
年3月に契約し着手しました。

②6月に公募を開始しました。

①適切な工事監理を行
い、改修工事を2024年
度の完了を目指し実施し
ます。

②12月議会で指定管理
者の選定を行います。

①既存建物耐震改修工事を2023年3月に契
約し工事を実施しています。

②12月議会を経て指定管理者を選定しまし
た。

①実施

②完了
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①引き続き、適切な
工事監理を行い
2024年度の完了を
目指し実施します。

②引き続き、指定
管理者と協議を実
施しオープンに向
け準備を進めます。

「町田薬師池公園四季彩の杜魅力
向上計画～Ver.２～」について
6/21～7/20に市民意見募集を行
い、9月に計画を策定しました。

新たな魅力向上計画を
推進するため、リス園の
基本計画に着手します。

「町田薬師池公園四季彩の杜魅力向上計画
～Ver.2～」を策定しました。また、計画を推進
するため、リス園の基本計画に着手しました。

完了

D

D:取り組
みました
が、成果
が不十
分である
ためで
す。

引き続き、パークセ
ンターゾーンのうち
スケートパークの基
本設計を進めるとと
もに、子どもの遊び
場についても段階
的に整備します。

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

芹ヶ谷公園芸
術の杜の整備

①エレベーターの整備の基本・実施設計を行いま
す。

②第２期・第３期公園整備(PFI)事業者選定を行い
ます。

※内容を追記しました。

①基本設計の完了

②契約締結

①完了

②完了
○

①芹ヶ谷公園エレベーター棟・デッ
キ設置工事基本・実施設計業務委
託を契約し、7月から着手しました。

②PFI事業の募集要項等を公表し
ました。公表内容に対して、様々な
業種の事業者より質疑やご意見を
いただきました。

①基本・実施設計のう
ち、基本設計を完了しま
す。

②PFI事業者を選定し、
契約を締結します。

①基本・実施設計のうち、基本設計を完了し
ました。

②PFI事業者の選定を行いましたが、関連工
事の入札の不調のため事業全体スケジュー
ルの変更に伴い選考時期を延期としました。

①完了

②未完了
D

D:取り組
みました
が、成果
が不十
分である
ためで
す。

①引き続き、実施
設計に着手します。

②選考の再開に備
え、準備を進めま
す。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

野津田公園ス
ポーツの森の
整備

パークセンターゾーンのうち、スケートパークの基本
設計を行います。

スケートパークの基本設
計完了

計画
類型

野津田公園スケートパーク基本設
計業務委託を公募型プロポーザル
により契約し、７月から着手しまし
た。

パークセンターゾーンの
うち、スケートパークの基
本設計を完了します。

スケートパークの一部の基本設計を完了しま
した。
総合公園にふさわしいスケートパークを目指
す上で、より魅力的な空間にする必要があり、
引き続き基本設計を行うこととしました。

未完了完了 ○

3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

町田薬師池公
園四季彩の杜
の整備

新たな魅力向上計画を策定・推進します。
新たな魅力向上計画の
策定

完了 ○

部課名 都市づくり部公園緑地課

課の使命
○市民及び利用者にとって魅力ある公園・緑地を目指します。
○安全で安心な憩いの場を継続するためストックマネジメントを推進します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

担当間や係間での応援
体制の構築により特定の
人員への業務の集中を
なくし、業務の平準化に
取り組み、時間外勤務時
間数の削減に努めます。

担当間・係間での応援体制を構築して特定の
人員への業務の集中をなくし、業務の平準化
に努めましたが、業務量の増加もあり2022年
度と比べ時間外勤務時間数が約5%（143時
間）増加しました。

2022年度比約
5％（143時間）
増加

2022年度比
10％削減
（2,660時間以
内）

△

工事行程表を作成し、発注時期を
分散化し業務の平準化に努めまし
たが、業務量の増加により、2022年
度上半期と比べ時間外勤務時間
数が約12%（340時間）増加しまし
た。

D

D:取り組
みました
が、成果
が不十
分である
ためで
す。

工事の発注時期の
分散化や担当間・
係間での応援体制
の構築により、時間
外勤務時間の削減
に努めます。

8 - 業務の効率化

工事の発注時期を極力分散化することにより、業務
の平準化を図ります。また、担当間や係間での応
援体制の構築により、特定の人員への業務の集中
をなくし、時間外勤務の縮減をおこないます。

時間外勤務の削減割合

①「まちだみどり活用ネッ
トワーク」や「活動ビジョ
ン」の周知を図り、新たな
参加や連携を促進しま
す。

②忠生・北部エリアにお
けるみどりを活用する取
組について、引き続き官
民連携体制において検
討し、実証実験を実施し
ます。

①ホームページや実証実験の開催を通じて、
「まちだみどり活用ネットワーク」や「活動ビジョ
ン」の周知を図りました。

②忠生・北部エリアにおけるみどりを活用する
取組について、官民連携体制において継続
して検討しました。11月に、実証実験として、
みどり豊かな農園で生きものに関するワーク
ショップを実施しました。

①策定

②実施
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①引き続き、みどり
の活用に向けて新
たな参加や連携を
促進します。

②官民連携体制に
おいて取組を検討
し、持続的に実施し
ます。

7

重
点
事
業
プ
ラ
ン

（仮称）蓮田緑
地の整備

①敷地造成や基盤整備工事を実施します。

②休憩棟やトイレの基本・実施設計を行います。

①整備工事の実施

②基本・実施設計の実
施

①着手

②完了
○

①蓮田緑地整備工事を契約し、９
月から着手しました。

②蓮田緑地施設新築基本・実施設
計業務委託を契約し、６月から着手
しました。

①適切な工事監理を行
い、整備工事を2024年
度の完了を目指し実施し
ます。

②基本・実施設計を完了
します。

①蓮田緑地整備工事を9月末に契約しました
が、設計と現場条件との相違が生じたため、3
月議会を経て設計変更、2025年度まで工期
延伸を行いました。

②予定どおり、基本・実施設計を実施し完了
しました。

①着手

②完了
C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①工事監理を行
い、整備工事の完
了を目指し実施しま
す。

②引き続き建物工
事を進めます。

6

重
点
事
業
プ
ラ
ン

忠生・北部エリ
アのまちづくり
の推進

①みどりの活用に向けた官民連携体制を構築し、
ビジョンを策定します。

②官民連携体制による取組を持続的なものとする
ため、忠生・北部エリアにおいてみどりを活用する
取組を検討し、実証実験を実施します。

①ビジョンの策定

②実証実験の実施

①策定

②実施
○

①官民連携体制「まちだみどり活用
ネットワーク」を構築しました。官民
連携体制において「活動ビジョン」
を策定しました。
②忠生・北部エリアにおけるみどり
を活用する取組について、官民連
携体制において検討しました。7月
に、官民連携により実証実験を実
施し、みどりが身近に感じられる空
間の提供と町田の野菜やみどりのＰ
Ｒを行いました。

5

重
点
事
業
プ
ラ
ン

忠生スポーツ
公園の整備

池の辺地区の公園施設整備工事を実施します。 整備工事の実施 完了 ○
園路広場などの整備工事が8月に
完了しました。

B

B:地域住
民等が
参画した
オープニ
ングイベ
ントの実
施。さら
に、継続
的に管
理運営
について
意見交
換を行う
など、当
初の目
標を上回
る成果が
上がった
ためで
す。

利用者ニーズに応
じて効率的かつ柔
軟で効果的な公園
運営を行っていきま
す。

利用者ニーズに応じて
効率的かつ柔軟で効果
的な公園運営を行って
いきます。

予定どおり、公園施設整備工事が完了し、
2023年9月に開園しました。
開園に合わせ、地域住民や各施設の管理者
など多様な主体が参画したオープニングイベ
ントを開催しました。
さらに、継続的に地域住民の声を聴きながら
公園利用のルールや地域イベントとの連携な
ど管理運営についても適切に行っています。
特に、大型遊具広場やバスケットコート、多目
的芝生広場は、小さなお子さんから青年期の
学生等が公園で思い思いに過ごすことができ
る居場所となっています。

完了



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

直営で管理してい
る公園について、
引き続き民間活力
導入に向けて検討
を行います。

4 -
業務のデジタ
ル化の推進

公益的活動団体登録申請書・花壇コンクール参加
申込書のデジタル化を行います。

業務のデジタル化件数 新規2件 ○

公益的活動団体登録申請書およ
び報告書、花壇コンクール参加申
込書および変更申請書の2件をデ
ジタルでの申請に変更しました。

紙申請での申請団体に
対してはデジタル申請へ
の移行の働きかけおよび
デジタル申請での団体
に対しては申請方法の
周知に努めます。

公益的活動団体登録申請及び報告書、花壇
コンクール参加申込書および変更申請書の2
件をオンライン申請に変更しました。

新規2件 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

新たなデジタル化
のために関係部署
と協議を行います。

指定管理者の公募を行いました。

・6月15日　募集要項の公表
・7月18日～7月28日　応募書類受
付
・9月下旬～10月上旬　候補者選考
員会

指定管理者の決定をしま
す。
・10月上旬　部内選定会
議にて指定管理者候補
者の決定
・12月　町田市議会に上
程
・2024年1月　指定管理
者の指定

下記の各グループにおける指定管理者を決
定しました。
・町田地区グループ：忠生公園外739施設
・町田中央グループ：町田中央公園外9施設
・スポーツの森グループ：野津田公園外11施
設
・香山緑地グループ：香山緑地外9施設
・相原グループ：相原中央公園外24施設

完了

B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

2024年度から大多
数の公園が指定管
理公園となるため、
指定管理者と共に
公園の利用ルー
ル・マナーについ
て、引き続き普及啓
発を行います。

2 -
適時・適切な
樹木点検の実
施

指定管理者、公益的活動団体、受託業者等が、公
園・緑地を点検した際に報告をもらい、未然に樹木
の隣地への越境、枯木、倒木等の対策を講じま
す。

植生管理についての要
望件数

年781件
（2022年度比
5％減

○

樹木の越境、枯木、倒木等の対策
を行い、要望件数は415件で、昨年
度の上半期の要望件数459件より
44件減っています。

引き続き点検を強化し、
ナラ枯れ及び草刈りの対
策を行い、未然に樹木の
隣地への越境、枯木、倒
木等の対策を講じます。

要望件数は780件です。樹木の隣地への越
境、枯木、倒木等の対策を講じた結果、年間
の目標値を達成することができました。

780件
（2022年度比
5％減）

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

2024年度から大多
数の公園が指定管
理公園となるため、
指定管理者と共に
植生管理につい
て、引き続き樹木の
隣地への越境、枯
木、倒木等の対策
を講じます。

1 -

公園利用の
ルール・マ
ナーについて
の普及啓発

公園の利用ルール・マナーについて、地域への説
明やホームページの更新等の取り組みを行い要望
件数の減少を目指します。

公園の利用ルール・マ
ナーについての要望件
数

計画
類型

看板設置による普及啓発活動を行
い、要望件数は78件で、昨年度の
上半期の要望件数80件より2件
減っています。

今後、看板の設置や、
ホームページの内容を
工夫することにより要望
件数の削減に努めます。

要望件数は131件です。看板の設置などを
行った結果、年間の目標値を達成することが
できました。

131件
（2022年度比
12％減）

年142件
（2022年度比
5％減）

○

3 -
直営管理公園
への民間活力
の導入

現在直営で管理している公園について、指定管理
者の公募を行います。

指定管理者の決定 完了 ○

部課名 都市づくり部公園緑地課公園管理担当

課の使命
○市民及び利用者に満足していただける公園・緑地を目指します。
○公園・緑地の適正な整備・管理を市民・ＮＰＯ・事業者と共に推進し、安全で安心な憩いの場を提供します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
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